
 

東日本大震災における津波避難実態に基づく避難困難者の把握 

～宮崎市津波浸水想定区域を対象として～ 
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1．はじめに～津波避難実態を考慮した避難想定～  

平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災は死者行方不

明者 18,524 人 1)という未曽有の被害をもたらした。

その後に国が発表した南海トラフ地震の想定 3)によ

ると死者数 32万 3千人という東日本大震災を上回る

被害想定となっている。このような災害を前に東日

本大震災で得られた知見を生かし住民をいかに守る

かが重要となっている。東日本大震災で得られた知

見 4)として災害時の住民の歩行速度の平均は 0.62m/

秒、乳幼児や高齢者の同伴者がいた場合は 0.46m/秒

であることが分かっている。一方、南海トラフ地震

で大きな津波被害が想定されている宮崎市の津波発

生時の避難推計 5)において、歩行速度は全員一律で

0.75m/秒、避難可能時間は 10 分、避難路を考慮せず

避難場所への避難距離は直線距離であり津波避難実

態に反映しているといい難い。そこで本研究では宮

崎市津波浸水想定区域を対象として、秋山ら 6)の「建

物ポイントデータ（世帯・人口を含む）」を用いるこ

とにより避難者の詳細な居住場所・年齢を把握した

上で、実際の避難路や東日本大震災の住民の年齢別

の避難速度を用いて避難困難者を明らかにする。 

2．本研究における避難時間の定義と計算方法 

本研究では、避難時間を「津波避難のために住宅

を出てから安全な避難場所に移動する時間」と定義

する。避難場所は宮崎市が津波浸水想定地域外に指

定している津波避難ビルや指定避難所とする。避難

時間の内訳とそれぞれの計算方法・使用データを表

1 に示す。 

避難路において、DRM（日本デジタル道路地図協

会）等では本研究で必要する詳細なレベルでの道路

網を網羅していなかったため、OpenStreetMap を使

用した。また、住宅から避難所までの標高差を考慮

した避難距離を計算した。避難所入口の混雑には、

待ち行列の M/M/1(∞)を用い平均到着率λは避難者

の全人数を避難が行われる時間で割った値、平均サ

ービス率μは橋下ら 7)より 0.97人/秒として計算した。

浸水深以上の高さに上がる時間は、階段では前の人

を追い抜くことが出来ないとして階段の昇降速度の

遅い高齢者の 0.21m/秒 8)で統一して計算した。 

表 1 避難時間の内訳と計算方法・使用データ 

避難時間 計算方法 使用するデータ 

住宅から避難

所入口までの

移動時間 

道路距離と標高差よ

り避難距離を求め、

歩行速度で割る 

OpenStreetMap、 

歩行速度⁴⁾、 

基盤地図情報標高 

データ 

避難所入口 

の通過時間 
待ち行列 M/M/1(∞) 平均サービス率⁷⁾ 

避難所入口か

ら安全階まで

の移動時間 

津波浸水深/階段上

り速度 

津波浸水深、高齢

者の階段上り速度

⁸⁾ 

3．避難所の避難者数の計算例  

避難所の計算結果の一例を図 1 に示す。この時の

避難所入口混雑では一人当たり 1.48 秒であり、階段

を上る時間は 7.0 秒であった。到着人数の合計値は

避難者が全員同時刻に避難開始したという前提があ

る。この避難所の収容可能人数は 150 人であるため、

避難開始からの経過時間が 15 分以内では避難者は

収容可能で避難可能であるが、15 分以降の避難者は

避難困難者となる。 

 

図 1 避難開始からの経過時間と避難所への到着人数 
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4．避難困難者の推計値の比較（宮崎市と本研究）  

表 2 に宮崎市各地区の避難所数と人口を示す。 

表 2 宮崎市各地区の避難所数と人口 

地区 名称 
避難所数 

（収容人数） 
人口 

市街地 A1 大淀川河口周辺 51 （14,730） 22,027 

市街地 A2 宮崎空港周辺 32 （816） 11,533 

観光地 B1 阿波岐原 0 0 

観光地 B2 青島 5 （60） 744 

流域 C1 一ツ瀬河河口周辺 0 （0） 657 

流域 C2 石崎川河口周辺 0 （0） 717 

流域 C3 南バイパス周辺 1 （10） 639 

流域 C4 清武川・加江田川河口周辺 8 （108） 3,079 

漁港 D1 青島漁港・白浜周辺 2 （21） 1,880 

漁港 D2 内海以南 0 （0） 1,207 

合計 99 （15,745） 42,483 

宮崎市（避難可能時間 10 分）と本研究（避難可能

時間 10 分、4 分）の避難困難者数の推計値を表 3、4

に示す。ここで避難可能時間 4 分は、宮崎市が想定

している最短津波到達時間 18 分から東日本大震災

で半数が避難開始した時間 14 分を引いた値である。 

表 3 避難困難者数の比較（単位：人） 

地区 
宮崎市推計値 

（避難可能時間 10 分） 

本研究推計値 

（避難可能時間 10 分） 

 合計 合計 収容不可 時間外 

A1 6,654 11,663 7,538 4,125 

A2 3,522 6,724 3,528 3,196 

B1 0 0 0 0 

B2 0 243 0 243 

C1 556 536 0 536 

C2 6 63 0 63 

C3 380 365 0 365 

C4 328 1,351 531 820 

D1 0 776 183 593 

D2 0 493 0 493 

合計 11,446 22,214 11,780 10,434 

表 4 避難困難者の推計値の比較（単位：人） 

地区 
宮崎市推計値 

（避難可能時間 10 分） 

本研究推計値 

（避難可能時間 4 分） 

 合計 合計 収容不可 時間外 

A1 6,654 17,185 1,692 15,493 

A2 3,522 8,616 1,160 7,456 

B1 0 0 0 0 

B2 0 507 0 507 

C1 556 590 0 590 

C2 6 231 0 231 

C3 380 484 0 484 

C4 328 2,180 123 2,057 

D1 0 1,381 0 1,381 

D2 0 1,053 0 1,053 

合計 11,446 32,227 2,975 29,252 

5．結論  

避難開始時間が 10 分の場合、宮崎市想定と比べて

宮崎市全体では避難困難者が 1 万人ほど増えるが、

避難困難者が減る地区もある。また、市街地である

地区 A1 と A2 において、避難所の収容不可となる避

難者の割合が大きいことが分かる。また、東日本大

震災の避難実態を活用した避難可能時間が 4 分の場

合は、より多くの避難困難者が表れることが分かっ

た。今後の課題として、今回の結果を活かし津波避

難困難者をより少なく安全に生活できるような土地

利用のあり方を検討していく予定である。 
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